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１．地域住民等と協働した土木建築行政の推進 

 ●地域住民との協働による県土づくり 

県土づくりにあたっては、地域の意見やニ 

ーズを取り入れ地域と協働した県民参加型行 

政を推進しています。 

 ●次世代を担う子どもたちへの啓発 

地域の将来を担う子供たちに土木・建築 

のすばらしさを伝える土木未来教室の実施 

を推進しています。令和４年度は１１事務所 

と本庁１課で、２４カ所実施しました。 

 ●ボランティア団体等との協働による地域活動 

地域住民にとって愛着の湧く社会資本整備 

を推進するとともに、防災や施設の維持管理 

も含めた、継続的な地域住民との協働体制を 

構築するため、土木未来チャレンジ事業など 

を活用しながら推進しています。令和４年度 

は、１１カ所で実施しました。 

 

 

２．県民の要請に対する迅速な対応 

河川・道路など県が管理する土木施設の損壊や倒木等の機能を阻害する要因の除去等、県民

の要請があればすぐに現場に駆けつけ、迅速に対応を図り、安心・安全な暮らしを支えていま

す。令和４年度は５，３６５件の要請があり、うち約８７％の対応が年度内に完了しました。 

土木事務所では、災害発生時などに迅速な対応ができるよう、日頃から防災資機材を備蓄す

るなど地域防災力の向上に努めます。また、防災や生活環境の保全等を図るため、河川等の倒

木・流木等の撤去や施設の修繕等を行います。 

 

  取組に当たっての視点 第２章 

１ 県民参加型行政の推進 
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１． 公共事業評価の実施 

社会経済情勢の変化に対応し、公共事業の効率性、透明性の向上を図るため、公共事業評

価を各段階で行い、適正な事業の執行に取り組んでいます。 

令和４年度の事業評価監視委員会では、土木建築部、農林水産部あわせて事前評価対象 

２事業、再評価対象１７事業、事後評価対象４事業の計２３事業が審議され、各々の対応方

針案について「妥当」であるとの審議結果が知事あてに答申されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 公共工事の品質確保 

平成２６年６月及び令和元年６月に改正された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」

（改正品確法）において、現在及び将来にわたる公共工事の品質確保とその担い手の中長期

的な育成・確保のために発注者及び受注者が果たすべき責務が明確になりました。 

    本県でも改正品確法の主旨を踏まえた施策の展開と様々な制度の改正・運用に取り組んで

います。 

    

入札制度においては、予定価格５千万円以上（建築一式工事は１億円以上）の工事に総合

評価落札方式を適用し、令和４年度は３１５件を試行しました。 

また、総合評価落札方式の評価基準等について見直しを行うなど、制度の改正を行うとと

もに、「令和２年７月豪雨、令和３年８月豪雨及び令和４年台風１４号」に伴う災害からの

早期復旧を目的として配置予定技術者の雇用条件の緩和や総合評価落札方式の要件の緩和

など、入札制度の弾力的な運用にも取り組んでいます。 

  

２ 効率的・効果的な事業の推進 

  取組に当たっての視点 第２章 

事業評価監視委員会の状況 現地調査の状況 
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３． 公共事業の生産性向上 

建設業は、社会資本整備の担い手であると同時に災害時の復旧対応など県民の安全・安心

を支える「地域の守り手」として、大きな役割を果たしており、経済や地方創生を支える基

幹産業としてなくてはならない存在です。 

人口減少や高齢化が進むなかで、今後も建設業がこうした県民の期待に応えていくために

は、賃金水準の向上や休日の拡大等による就労環境の改善とともに生産性の向上が必要不可

欠となっています。 

国土交通省では、令和７年度までに建設現場の生産性を２割向上させることを目指してお

り、ＩＣＴの活用やプレキャスト化による省力化、施工時期の平準化を通じた人材の効率的

活用などを施策の柱とした「i-Construction」を推進しています。 

本県においても、平成２９年度からＩＣＴ活用工事に取り組んでおり、令和４年度は、中

小規模の工事でも実施できるよう小規模土工を追加するなど、対象工種を拡大しました。ま

た、ＩＣＴ建設機械の導入費用の補助事業を創設し、建設会社２０者を支援したほか、ＩＣ

Ｔを活用できる人材を育成するため、体験会を開催するなど、普及拡大に取り組んでいます。 

 

■ＩＣＴ活用試行工事実施件数 

年度 Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

件数 ２ ２ ２ ９ ２６ ３２ 

 

４． 事業執行マネジメント 

 県民により早く社会インフラを利用してもらうため、計画段階で完成目標を明確にし、着

実に執行できるよう必要な予算を確保し、執行管理を行っています。 

特に、「施工時期の平準化」については、品確法の改正により、発注者が必ず実施すべき

事項として定められており、本県においても、ゼロ県債や債務負担行為、早期繰越承認とい

った予算制度の積極的な活用を進めています。 

このような取組により、年度当初の工事量の落ち込みは改善されてきており、令和５年１

月に国が公表した都道府県毎の平準化率において、大分県は全国２位の平準化率を達成して

います。 

 

５． 公共事業の価値向上 

 厳しい財政状況下で良質な社会資本を整備するため、コストと品質の両面を重視して、公

共事業の価値向上に取り組みます。また、コスト低減や機能・品質向上と合わせ、職員の意

識改革・技術力向上を図るため、ＶＥ研修を実施しています。 

北海道 0.69 栃木県 0.83 石川県 0.65 滋賀県 0.78 岡山県 0.72 佐賀県 0.82

青森県 0.69 群馬県 0.86 福井県 0.82 京都府 0.72 広島県 0.90 長崎県 0.80

岩手県 0.91 埼玉県 0.71 山梨県 0.76 大阪府 0.81 山口県 0.78 熊本県 0.86

宮城県 1.00 千葉県 0.66 長野県 0.90 兵庫県 0.86 徳島県 0.83 大分県 0.92

秋田県 0.84 東京都 0.82 岐阜県 0.89 奈良県 0.76 香川県 0.90 宮崎県 0.79

山形県 0.90 神奈川県 0.71 静岡県 0.69 和歌山県 0.79 愛媛県 0.86 鹿児島県 0.79

福島県 0.83 新潟県 0.86 愛知県 0.69 鳥取県 0.77 高知県 0.67 沖縄県 0.80

茨城県 0.63 富山県 0.81 三重県 0.73 島根県 0.83 福岡県 0.75 平均 0.80

体験会（ICT 建設機械体験会） 
※R5.3 末時点 

都道府県平準化率（R3実績） 
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１． 豊かな自然環境への配慮 

大分県の豊かな自然環境を保全し、次世代に引き継いでいくため、公共事業の実施に当た

っては、事前に「環境影響評価法」や「大分県環境影響評価条例」に基づいて十分な対策を

検討するなど、自然環境の保全と調和に努めます。 

  法や条例の対象とならない比較的小規模な事業については、「大分県環境配慮推進要綱」

に基づき実施しており、道路改良事業等で環境に配慮した事業実施に取り組んでいます。 

 さらに、上記の対象とならない小規模な道路・街路事業についても、「大分県自主的環境

配慮指針」を適用し、令和４年度は道路改良事業など１０事業で環境に配慮した事業実施に

取り組んでいます。 

 

２． 循環型社会への対応 

 建設リサイクルを推進するにあたっては、公共建設工事において、対象となる建設廃棄物

や建設発生土などの発生量の抑制、再利用及び減量化を図り、適正に処理することが重要で

す。そのため、公共建設工事におけるリサイクル原則化ルールに基づき、工事現場から発生

するコンクリートやアスファルト殻等の建設副産物を再資源化施設に搬出するなど、積極的

な再資源化に努めています。 

 

３． 低炭素社会への対応 

 港湾地域から排出される温室効果ガス削減に向けた

検討を行う、カーボンニュートラルポート検討会を大

分港（R4 年 3 月､12 月）及び津久見港（R4 年 8 月､R5.2

月）にて開催し、温室効果ガス削減に向けて取り組ん

でいます。 

 

４． 周辺景観への配慮 

 良好な景観を、国民共有の財産として次世代に継承していくため、公共事業の実施に当た

っては、各事業区分のガイドライン等を参考に良好な景観形成に努めるとともに、関係機関

や地元関係者、専門家等と協力しながら、景観への配慮に取り組んでいます。 

 

５． ユニバーサルデザインへの配慮 

年齢、性別、身体的能力や、国籍、文化など、人々の様々な特性や違いを超えて全ての人

が利用しやすく、全ての人に配慮したユニバーサルデザインの考え方を踏まえた公共施設の

整備や、改善に取り組んでいます。 

   《令和４年度 共生のまち整備事業の実績》 

  歩道等の改良 １２路線、県有施設の改修 ７施設、信号（視覚障がい者用音響装置等）の改修 ８箇所  

  取組に当たっての視点 第２章 

３ 自然環境や周辺景観などへの配慮 

検討会の状況 
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1. 地域を守る建設産業の担い手の確保・育成 

担い手の確保・育成を推進するため、関係機関や建設業団体とも連携を図りながら、就労環境

の改善や建設産業のイメージアップに取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. おおいた土木未来プラン２０１５を実現できる職員の育成 

職員の「共通の価値観」として「行動指針」を規定した「土木未来宣言」を職員一人ひとり

がしっかりと心に留め、実践し、さらには組織が人を育て人が組織を育てる風土を継承しなが

ら、本プランを着実に進めていきます。 

 

●「おおいた建設人材共育ネットワーク」による取組 

                  産業・教育・行政がともに手を携え、次代を担う建設

人材を確保・育成するため、「おおいた建設人材共育ネ

ットワーク」を平成２８年度に設置し、建設産業の魅力

発信を行っています。ＰＲ動画や技術者・技能者へのイ

ンタビューのほか、各種イベントの告知等、ＨＰにより、

一元的・効果的に情報発信しています。 

●女性の活躍に向けた取組 

 建設産業における女性活躍を推進するため、経営者向け 

セミナー(183 名参加)やドローン測量、情報発信力等の 

専門知識を習得するスキルアップセミナー(52 名参加)等 

に加えて、女性のネットワーク構築に向けた交流会なども 

行っています。 

  取組に当たっての視点 第２章 

４ 人づくりの推進 
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◎公共工事の発注者としての取組（工事発注の平準化等） 

◎就労環境改善支援（企業による就労環境改善の取組支援） 

◎若年技術者資格取得支援（企業による就労条件改善の取組支援） 

◎情報発信支援（企業の情報発信・ＰＲ支援） 

◎経営力強化支援（企業合併により経営力強化を図る企業の取組支援） 

◎建設就業者のＵＩＪターン対策（企業の情報発信を支援） 

◎建設産業における女性活躍の推進（セミナーの実施や女性ネットワークの構築等） 

◎建設産業の魅力発信（ＰＲ動画によるＴＶ等メディアを活用した魅力発信等） 

◎次世代を担う学生や子供たちへの啓発活動（現場体験学習等） 

専門知識や経験力の伝承と維持（技術力等の習得機会の確保） 

○職場研修：各出先機関で採用４年目までの職員を対象に１１８回開催（令和４年度） 

○専門研修：必修科目１０講座、選択科目１９講座を実施（令和４年度） 
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